
利用役務の提供」のうち国内

注27

注28

注29

注30

（注27）

（注28）

（注30）

（注27）

（注29）
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適格
請求
書

発行
事業
者

5. 売上返品、値引き、割戻し等があった場合

注29

課税資産の譲渡等の対価の
額（税込価額）の全部若し
くは一部の返還又はその課
税資産の譲渡等の税込価額
に係る売掛金その他の債権
の額の全部若しくは一部の
減額をいいます。

注28

特定資産の譲渡等（参照→
P49）を除きます。

■売上対価の返還等の金額に係る消費税額の計算方法

売上対価の
返還等の金額（税込み）

（標準税率）又は （軽減税率）＝ ×
7.8

110

6.24

108
売上対価の返還等の
金額に係る消費税額

 課税事業者が国内において課税資産の譲渡等（注28）を行った場合に、

その相手方に対する売掛金等が貸倒れ（注31）となったときは、貸倒れと

なった日の属する課税期間の課税売上げに係る消費税額から、貸倒れ処

理した金額に係る消費税額の合計額を控除します。（注32）

6. 貸倒れが生じた場合

注31

相手方に対する売掛金その
他の債権につき、更生計画
認可の決定により切り捨て
られたことその他一定の事
実が生じたため、税込価額
の全部又は一部を領収でき
ない場合をいいます。

注32

適用には、債権の切捨ての
事実を証する書類、その他
貸倒れの事実を明らかにす
る書類の保存が必要です。

■控除することができる貸倒れに係る消費税額の計算方法

貸倒れに係る金額
    （税込み）

（標準税率）又は （軽減税率）＝ ×
7.8

110

6.24

108
貸倒れに係る
消費税額

 課税事業者が課税資産の譲渡等（注28）につき、返品を受けたり、値引

き、割戻し、割引をしたことにより、売上対価の返還等（注29）を行った

場合の消費税額は、次のように計算します。

 そして、売上対価の返還等を行った課税期間の課税売上げに係る消費

税額から、売上対価の返還等の金額に係る消費税額の合計額を控除しま

す。この場合、控除しきれない金額があるときは還付されます。

 なお、適用には、売上対価の返還等の金額等の明細を記録した帳簿の

保存が必要です。売上対価の返還等の金額を売上金額から直接減額する

方法で経理している場合は、この計算は不要です。

（注30）

注30

売上対価の返還等につき交
付した適格返還請求書の写
しを保存している場合には、
適格返還請求書の写しに記
載された消費税額等に100
分の78を乗じて算出した
金額とすることもできます。

②　納付税額の計算方法等
　具体的な計算方法は以下のとおりです。
　売上税額　－　売上税額　×　80％　＝　納付税額（＝売上税額の２割）

（例）１年間の売上げが700万円（税70万円）の場合の納付税額
70万円　－　70万円　×　80％　＝　14万円

　２割特例の適用を受けるには、確定申告書に２割特例の適用を受ける旨を付記すればよく、
事前の届出は不要です。
　また、簡易課税制度選択届出書を提出している事業者であっても、２割特例により申告する
ことができます。簡易課税制度と異なり、２年間継続して適用するといった要件もなく、一律
に80％の税額控除を行うこととなるため、簡易課税制度で求められる各業種に応じた売上・収
入の区分が不要となり、適用税率毎に売上税額を把握するだけで申告書の作成が可能となるた
め、更なる事務負担の軽減が図られることとなります。

消費税のあらまし　8. 控除税額等の計算は？48



注6

課税標準額に
対する消費税額

仕入控除税額＝消費税額 －

課税資産の譲渡等（注6）

（注8）

の対価の額
    +
特定課税仕入れに係る
支払対価の額（注7）

＝

＝

課税標準額
に対する
消費税額

仕入控除税額

×

7.8%
（標準税率）

又は
6.24%

（軽減税率）

特定資産の譲渡等（参照→
P49）を除きます。

注7

注9

特定課税仕入れに係る支払
対価の額には消費税等に相
当する金額が含まれていま
せんので、  を掛けて算出
します。

参照→個別対応方式はP30
一括比例配分方式はP31

参照→特定役務の提供は
P52

注10

課税仕入れを、特定課税仕
入れの金額と特定課税仕入
れ以外の金額とに区分して
集計します。

［4］特定課税仕入れがある場合の納付税額の計算方法

（リバースチャージ方式）

課税仕入れ（特定課税仕入れを除く。）
に係る消費税額と特定課税仕入れに係る
消費税額（注9 ）（注10）の合計額について、
個別対応方式又は一括比例配分方式によ
り計算した額

 100
7.8

100
78

［5］「特定課税仕入れ」に係る帳簿及び請求書等の保存

　課税仕入れ等に係る消費税額を控除するには、帳簿と請求書等の

両方の保存が必要とされていますが、課税仕入れ等の税額が特定課

税仕入れに係るものである場合には、法令に規定された事項が記載

された帳簿の保存のみでよいこととされています。

　この場合、帳簿にはＰ32の「帳簿の記載事項」に加え、「特定課

税仕入れに係るものである旨」を記載する必要があります。

免税事業者から受けた「事
業者向け電気通信利用役務
の提供」及び「特定役務の
提供」(特定課税仕入れ)であ
っても、当該役務の提供を
受けた事業者において簡易
課税制度又は2割特例の適
用がなく、課税売上割合が
95％未満であれば、リバー
スチャージ方式により申告
・納税する必要があります。

注8

積上げ計算を適用している
場合は、適格請求書等に記
載した消費税額等の合計額
×   ＋特定課税仕入れに係
る支払対価の額×7.8％と
なります。

 

！

　免税事業者は、課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れのいずれについてもその納
税義務が免除されていますので、消費税の申告等を行う必要はありません。

　当社は免税事業者です。国外の事業者にインターネットによる広告配信を
依頼しています。この取引は「特定課税仕入れ」（事業者向け電気通信利用
役務の提供）に該当しますが、申告等は必要ですか？

リバースチャージ方式は、一般課税により申告する場合で、課税売上割合
が95％未満である事業者にのみ適用されます。

　その課税期間において、課税売上割合が95％以上の事業者や簡易課税制度が適用される事業者、２
割特例を適用する事業者は、「事業者向け電気通信利用役務の提供」又は「特定役務の提供」を受け
た場合であっても、経過措置により当分の間、その役務の提供に係る仕入れはなかったものとされ
ますので、その課税期間の消費税の確定申告では、当該仕入れは課税標準額、仕入控除税額のいず
れにも含まれません（リバースチャージ方式による申告は必要ありません。）。

消費税のあらまし　9. 国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係は?50



「消費者向け電気通信利用役務
の提供」には、例えば、消費
者に対しても広く提供される
ような、インターネット等を
通じて行われる電子書籍等の
配信や、クラウド上のソフト
ウェアやデータベースを利用
させるサービスなどが該当し
ます。

注11

プラットフォーム課税の対象
となるものを除きます。
参照→プラットフォーム課税
はP52

注12

登録国外事業者（令和５年９
月30日時点）については、国
税庁ホームページの「登録国
外事業者名簿」で公表してい
ます。

注13

移行登録国外事業者に係る適
格請求書発行事業者への登録
状況は、「国税庁適格請求書発
行事業者公表サイト」（P75
参照）をご確認ください。

注14

［6］「消費者向け電気通信利用役務の提供」について

電気通信利用役務の提供のうち、「事業者向け電気通信利用役務の
提供」以外のもの（このパンフレットでは便宜的に「消費者向け電気
通信利用役務の提供」（注11）といいます。）については、当該役務の
提供を行った事業者が申告・納税を行うこととなります。（注12）
また、事業者が、国外事業者から当該役務の提供を受けた場合に、
仕入税額控除の適用を受けるためには、一定の事項が記載された帳簿
及び売手である国外事業者から交付を受けた適格請求書等の保存が必
要です。
なお、国外事業者から受けた消費者向け電気通信利用役務の提供に
ついては、一定規模以下の事業者が、令和５年10月１日から令和11年
９月30日までの間に行う税込み１万円未満である課税仕入れについて、
一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控除の適用を
受けることができる経過措置（少額特例、P34参照）の適用を受ける
ことができます。適格請求書発行事業者でない国外事業者から受けた
「消費者向け電気通信利用役務の提供」については、適格請求書発行
事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除に関する経過措
置（P38参照）の適用はありません。

①　登録国外事業者制度について 　

平成27年10月１日から令和５年９月30日までの間に国外事業者か
ら受けた「消費者向け電気通信利用役務の提供」については、「登
録国外事業者から受けた「消費者向け電気通信利用役務の提供」のみ、
仕入税額控除を行うことができます。
なお、「登録国外事業者」とは、「消費者向け電気通信利用役務の
提供」を行う国外事業者の申請に基づき、国税庁長官の登録を受け
た国外事業者をいいます。（注13）

②　登録国外事業者制度の適格請求書等保存方式への移行について

令和５年10月１日から、登録国外事業者制度は適格請求書等保存
方式に移行されました。
これに伴い、令和５年９月１日において登録国外事業者である者
であって、同日において「登録国外事業者の登録の取消しを求める
旨の届出書」を提出していない者（以下「移行登録国外事業者」と
いいます。）は、令和５年10月１日に適格請求書発行事業者の登録
を受けたものとみなされることから、適格請求書発行事業者として
の登録番号が新たに付番されています。（注14)
したがって、令和５年10月１日以後の取引について、移行登録国

外事業者が請求書等を交付する際には、新たに付番された当該番号
を記載することとなります。

（参考）国外事業者から受けた「消費者向け電気通信利用役務の提供」

に係る仕入税額控除の制限等（令和5年9月30日まで）
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適格
請求
書

発行
事業
者

注6

課税標準額に
対する消費税額

仕入控除税額＝消費税額 －

課税資産の譲渡等（注6）

（注8）

の対価の額
    +
特定課税仕入れに係る
支払対価の額（注7）

＝

＝

課税標準額
に対する
消費税額

仕入控除税額

×

7.8%
（標準税率）

又は
6.24%

（軽減税率）

特定資産の譲渡等（参照→
P49）を除きます。

注7

注9

特定課税仕入れに係る支払
対価の額には消費税等に相
当する金額が含まれていま
せんので、  を掛けて算出
します。

参照→個別対応方式はP30
一括比例配分方式はP31

参照→特定役務の提供は
P52

注10

課税仕入れを、特定課税仕
入れの金額と特定課税仕入
れ以外の金額とに区分して
集計します。

［4］特定課税仕入れがある場合の納付税額の計算方法

（リバースチャージ方式）

課税仕入れ（特定課税仕入れを除く。）
に係る消費税額と特定課税仕入れに係る
消費税額（注9 ）（注10）の合計額について、
個別対応方式又は一括比例配分方式によ
り計算した額

 100
7.8

100
78

［5］「特定課税仕入れ」に係る帳簿及び請求書等の保存

　課税仕入れ等に係る消費税額を控除するには、帳簿と請求書等の

両方の保存が必要とされていますが、課税仕入れ等の税額が特定課

税仕入れに係るものである場合には、法令に規定された事項が記載

された帳簿の保存のみでよいこととされています。

　この場合、帳簿にはＰ32の「帳簿の記載事項」に加え、「特定課

税仕入れに係るものである旨」を記載する必要があります。

免税事業者から受けた「事
業者向け電気通信利用役務
の提供」及び「特定役務の
提供」(特定課税仕入れ)であ
っても、当該役務の提供を
受けた事業者において簡易
課税制度又は2割特例の適
用がなく、課税売上割合が
95％未満であれば、リバー
スチャージ方式により申告
・納税する必要があります。

注8

積上げ計算を適用している
場合は、適格請求書等に記
載した消費税額等の合計額
×   ＋特定課税仕入れに係
る支払対価の額×7.8％と
なります。

 

！

　免税事業者は、課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れのいずれについてもその納
税義務が免除されていますので、消費税の申告等を行う必要はありません。

　当社は免税事業者です。国外の事業者にインターネットによる広告配信を
依頼しています。この取引は「特定課税仕入れ」（事業者向け電気通信利用
役務の提供）に該当しますが、申告等は必要ですか？

リバースチャージ方式は、一般課税により申告する場合で、課税売上割合
が95％未満である事業者にのみ適用されます。

　その課税期間において、課税売上割合が95％以上の事業者や簡易課税制度が適用される事業者、２
割特例を適用する事業者は、「事業者向け電気通信利用役務の提供」又は「特定役務の提供」を受け
た場合であっても、経過措置により当分の間、その役務の提供に係る仕入れはなかったものとされ
ますので、その課税期間の消費税の確定申告では、当該仕入れは課税標準額、仕入控除税額のいず
れにも含まれません（リバースチャージ方式による申告は必要ありません。）。

消費税のあらまし　9. 国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係は?50



端数計算はどのように？10 

この章では、消費税の課税標準額及び税額などの「端数計算の方法」について

説明します。

 消費税の課税標準額及び税額などの端数計算の方法については、次のと
おりです。

消費税額及び地方消費税額を
含みます。

参照→課税標準額はP27

注1

注2

［1］課税標準額の端数は
 課税標準額を算式で求めるとき、1,000円未満の端数は切り捨てます。
 課税標準額は、課税期間中の課税資産の譲渡等の税込価額（注1）の合計

額に       （標準税率）又は  （軽減税率）を掛けて算出します。 ）2注（

［2］消費税額の端数は
  課税期間の課税標準額に対する消費税額は、［１］によって算出
した課税標準額に税率を掛けて算出します。

課税資産の譲渡等の
税込価額の合計額
（標準税率の対象）

＝ ×
100

110

課税標準額
（標準税率の対象）

（1,000円未満切捨て）

（1,000円未満切捨て）

［1］で算出した各
課税標準額

課税標準額に対する
消費税額

7.8%（標準税率）
又は

6.24%（軽減税率）

課税資産の譲渡等の
税込価額の合計額
（軽減税率の対象）

＝ ×
100

108

課税標準額
（軽減税率の対象）

（1,000円未満切捨て）

適格請求書等に記載した
消費税額等の合計額＝ ×

78

100

課税標準額に
対する消費税額
（１円未満切捨て）

＝ ×

100
110

100
108

参照→税率はP2

　なお、売上税額につき積上げ計算を行う場合には、税率ごとに課
税資産の譲渡等の税込価額の合計額から適格請求書等に記載された
消費税額等を差し引いた金額（1,000円未満切捨て）が課税標準額と
なります。

　なお、売上税額につき積上げ計算を行う場合には、次により計算
した金額が課税標準額に対する消費税額となります。

特定課税仕入れ（参照→P49）
がある場合は、特定課税仕入れ
に係る支払対価の額の合計額も
課税標準額となります。

［3］課税仕入れに係る消費税額などの端数は
① 課税仕入れに係る消費税額、売上対価の返還等の金額に
係る消費税額及び貸倒れに係る消費税額に、１円未満の端数
があるときは、端数を切り捨てます。
② 課税標準額に対する消費税額から課税仕入れ等に係る
消費税額などを控除した税額（差引税額）に、100円未満
の端数があるときは、端数を切り捨てます。

消費税及び地方消費税の申告書

［1］
［2］

［3］②

［3］①

■消費税の税額の計算欄（拡大）

1 消
費税
の

 仕
組み

2 課
税対
象

3 非
課税
取引

4 輸
出免
税

5 納
税義
務者

6 納
税義
務の

 成
立時
期

7 課
税標
準

8 控
除税
額等
の

 計
算方
法

9 国
境を
越え
た

 役
務の
提供

10 
端数
計算

11 
地方
消費
税

12 
手続

13 
納税
地

14 
届出
等

15 
帳簿
の保
存

16 
国等
に対
する

  
特例

17 
会計
処理

19 
総額
表示

18 
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適格
請求
書

発行
事業
者

）（電話番号 － －

）（電話番号

納 税 地

税務署長殿
所
管

要
否

整理
番号

申 告 年 月 日
申 告 区 分

通 信 日 付 印

年 月 日
指 導 年 月 日 相談

課税期間分の消費税及び地方
消費税の（ ）申告書

中間申告

の場合の

対象期間

こ の 申告書による消費税の税額の計算

課 税 標 準 額

消 費 税 額

控除過大調整税額

控除対象仕入税額

返 還 等 対 価
に 係 る 税 額

貸倒れに係る税額

控 除 税 額 小 計
（④＋⑤＋⑥）

（⑦－②－③）

（②＋③－⑦）

控除不足還付税額

差 引 税 額

中 間 納 付 税 額

納 付 税 額
（ ⑨ － ⑩ ）

（ ⑩ － ⑨ ）

（ ⑳ － ㉑ ）

（ ㉑ － ⑳ ）

中間納付還付税額

既確定税額

差引納付税額

この申告書
が修正申告
である場合

この申告書による地方消費税の税額の計算
地方消費税
の課税標準
となる消費
税 額

控除不足還付税額

差 引 税 額

還 付 額譲
渡
割
額納 税 額

中間納付譲渡割額

納 付 譲 渡 割 額

中間納付還付譲渡割額

既 確 定
譲 渡 割 額
差 引 納 付
譲 渡 割 額

この申告書
が修正申告
である場合

消費税及び地方消費税の
合計(納付又は還付)税額

付

記

事

項

割 賦 基 準 の 適 用

延 払 基 準 等 の 適 用

工 事 進 行 基 準 の 適 用

現 金 主 義 会 計 の 適 用
課税標準額に対する消費
税額の計算の特例の適用

個 別 対 応
方 式
一 括 比 例
配 分 方 式

全 額 控 除上 記 以 外

参

考

事

項

②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯

⑰
⑱
⑲
⑳
㉑
㉒
㉓
㉔
㉕

００

００

００

００

００

０００

００

００

００

００

００

００

千円

本店･支店

出 張 所

本所･支所

銀 行

金庫･組合

農協･漁協

預金

郵 便 局 名 等

※税務署整理欄

－ －

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

計
算
方
法

控
除
税
額
の

課税売上高５億円超又は
課税売上割合95％未満

（フリガナ）

（フリガナ）

基準期間の
課税売上高

す

る

金

融

機

関

等

還
付
を
受
け
よ
う
と

代表者氏名

法 人 番 号

法 人 名

令和 年 月 日

税 理 士
署 名

（個人の方）振 替 継 続 希 望

※

税

務

署

処

理

欄

（個 人 の 方） 公 金 受 取 口 座 の 利 用

税 理 士 法 第 3 0 条 の 書 面 提 出 有

税 理 士 法 第 33 条 の 2 の 書 面 提 出 有

税額控除に係る経過措置の適用(２割特例）

㉖

第3－(1)号様式

自

至

年 月 日

年 月 日令和

令和 自

至

年 月 日

年 月 日令和

令和

円十 兆 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 一

年 月 日令和

令和

法
人
用

第
一
表

令
和
五
年
十
月
一
日
以
後
終
了
課
税
期
間
分(

一
般
用)

03

06

07

08

09

10

13

15

16

17

18

19

20

21

22

51

52

53

54

55

56

57

58

59

31

32

33

34

35

41

42

有

有

有

有

有

無

無

無

無

無

60

指 導 等 庁 指 定 局 指 定

確 認

区分2区分1 区分3

①

口座番号

課税資産の譲渡
等の対価の額
資 産 の 譲 渡
等の対価の額

課税売上
割 合

控
除
税
額

収 受 印

さ ら に 詳 し く

3. 消費税のプラットフォーム課税について

さ ら に 詳 し く

「特定役務の提供」には、
例えば、国外事業者が対価
を得て芸能人として行う映
画、テレビへの出演、音楽
家として行う演劇、演奏、
職業運動家として行うスポ
ーツ競技大会等への出場な
どが該当します。

注15

2. 特定役務の提供（国外事業者が国内で行う芸能・スポーツ
 等の役務の提供）に係る課税方式等
［1］「特定役務の提供」とは

 「特定役務の提供」（注15）　とは、国外事業者(P49注1)が行う、映画若

しくは演劇の俳優、音楽家その他の芸能人又は職業運動家の役務の

提供を主たる内容とする事業として行う役務の提供のうち、当該国外

事業者が他の事業者に対して行うもの（不特定かつ多数の者に対して

行う役務の提供を除きます。）をいいます。

［2］納税義務者（リバースチャージ方式について）

 国外事業者が国内で行う「特定役務の提供」については、「事業者向

け電気通信利用役務の提供」と同様に、当該役務の提供を受けた事業

者が「特定課税仕入れ」としてリバースチャージ方式により申告・納税

を行うこととされています。（P49注4・注5）

国税庁ホームページに特集ページ「国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係について」を開

設しています。詳しくは、特集ページに掲載している各種リーフレットやQ&Aをご参照ください。

令和7年4月1日以後に、国外事業者が、デジタルプラットフォーム
（注16）を介して行う消費者向け電気通信利用役務の提供で、かつ、特
定プラットフォーム事業者（注17）を介して当該役務の提供の対価を収
受するものについては、当該特定プラットフォーム事業者が当該役
務の提供を行ったものとみなして申告・納税を行うこととなります。
なお、次の場合はプラットフォーム課税の対象となりません。
・ 国内事業者がデジタルプラットフォームを介して消費者向け電
気通信利用役務の提供を行う場合

・ デジタルプラットフォームを介さずに消費者向け電気通信利用
役務の提供を行う場合

・ デジタルプラットフォームを介して行う消費者向け電気通信利
用役務の提供で、特定プラットフォーム事業者を介さずに当該
役務提供の対価を収受している場合

（注）　プラットフォーム課税の対象とならない消費者向け電気通
信利用役務の提供は、当該役務の提供を行う事業者が申告・納
税を行うこととなります。 

デジタルプラットフォームと
は、例えば、アプリストアや
電子書籍のオンラインモール
などがこれに該当します。

注16

特定プラットフォーム事業者と
は、一定の要件を満たすプラッ
トフォーム事業者であるとして、
国税庁長官の指定を受けた事
業者をいいます。
国税庁長官が特定プラット
フォーム事業者を指定した場
合、国税庁ホームページの「特
定プラットフォーム事業者名
簿」で公表しています。

注17

　国税庁ホームページに特集ページ「消費税のプラットフォーム課税について」を開設しています。
　詳しくは、特集ページに掲載している各種リーフレットやQ&Aをご参照ください。
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